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山本真敬氏博士学位申請論文審査報告書 
 
下関市立大学経済学部専任講師の山本真敬氏は、早稲田大学学位規則第 7 条第 1 項に基
づき、2018 年 10 月 22 日、その論文「立法裁量の「判断過程統制」の検討―「違憲の主観
化」の一断面」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し、博士（法学）（早稲田大学）の
学位を申請した。後記の委員は上記研究科の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2019
年 1月 12日に審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の目的・構成と内容 
（1）本論文の目的・構成 
本論文は、参議院選挙における投票価値の不平等が争われた事件に関する最高裁大法廷
2004 年 1 月 14 日（民集 58 巻 1 号 56 頁）判決における、いわゆる「補足意見 2」の中で、
藤田宙靖裁判官が論じた立法裁量の「判断過程統制」論を契機として、立法裁量の羈束を
めぐって展開された一連の議論を、単なる判例研究としてではなく、その理論的含意と限
界を明らかにすべく、国内の議論にとどまらずドイツにおけるさまざまな議論の比較法的
検討も踏まえて、違憲の主観化という観点を基軸に検討を加えたものである。 
本論文の構成は、序、第 1部（立法裁量の「判断過程統制」論）、第 2部（ドイツ連邦憲
法裁判所における「主張可能性の統制（Vertretbarkeitskontrolle）」）、第 3部（立法裁量
の「判断過程統制」論の行方）および結からなる。 
 
（2）本論文の内容  
本論文の第 1部では、上記「補足意見 2」やその後の最高裁判例において、立法裁量の「判
断過程統制」がどのように論じられ展開されたか、そして学説がどのようにそれを受け止
めたのかを詳細に跡付けつつ分析し、そのことを通じて立法裁量の「判断過程統制」につ
いて検討すべき理論的課題を明らかにしている。 
 まず第 1 章では、立法裁量の「判断過程統制」というコンセプトを最高裁において提唱
した藤田宙靖裁判官の「判断過程統制」論を検討の対象とする。上記「補足意見 2」は、広
範な立法裁量が承認されていた参議院議員選挙の「1 票の較差」問題について、「結論に至
るまでの裁量権行使の態様が、果たして適正なものであったかどうか、例えば、様々の要
素を考慮に入れて時宜に適した判断をしなければならないのに、いたずらに旧弊に従った
判断を機械的に繰り返しているといったことはないか〔時宜適合判断審査〕、当然考慮に入
れるべき事項を考慮に入れず、又は考慮すべきでない事項を考慮し、又はさほど重要視す
べきではない事項に過大の比重を置いた判断がなされてはいないか〔考慮要素審査〕」は審
査可能であると述べ、立法裁量の「判断過程統制」という視点を切り開いた。その後の判
例を踏まえると、藤田裁判官の「判断過程統制」は、「投票価値の平等が実現されていない
状況において、そのような状況を生ぜしめる現行制度を、投票価値の平等の実現に資する
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よう大きく改める」べく立法府が「真摯な努力」を行っているか否かを審査する枠組みで
あると本論文は評価する。この「判断過程統制」論の登場を契機として、最高裁の審査は
その後厳格化するが、他方で、立法者の「真摯な努力」によって法律の合憲性が左右され
ることを理論的にどう考えるか、という問題を生じさせた。 
 続く第 2 章では、藤田裁判官退官後の最高裁判例において「判断過程統制」論がいかな
る経過をたどったかが検討される。藤田裁判官退官のあと、最高裁の判断からは前記の「真
摯な努力」の有無のみを合憲違憲の結論に直結させる「判断過程統制」論は、姿を消した。
藤田裁判官と同様に、立法者の「真摯な努力」の有無を問題にする裁判官も存在するが、
その場合でも、投票価値較差の不合理性（違憲状態）を判断した後に、「真摯な努力」の有
無により合理的期間論（相当期間論）の徒過を判断するという二段階の判断枠組みが採用
されている点で、藤田裁判官の一元的な議論とは異なるというのが山本氏の分析である。 
 第 3 章では、立法裁量の「判断過程統制」論を学説がどのように受け止めたかが検討さ
れている。前記「補足意見 2」からそれ相応の時間が経過したにもかかわらず、学説におい
ては「判断過程統制」の内実につき充分な検討が進んでいないと本論文は指摘する。山本
氏の分析によれば、学説は前記「補足意見 2」の考慮要素審査の部分を「判断過程統制」と
観念する立場（考慮要素審査型）と、同じく時宜適合判断審査の部分を「判断過程統制」
と観念する立場（時宜適合判断審査型―「真摯な努力」論）に分かれる。山本氏によれば、
考慮要素審査型は行政裁量の「判断過程統制」を立法裁量の統制に「応用」しようとする
ものであり、時宜適合判断審査型（「真摯な努力」論）は、立法者に対する非難可能性の有
無に法律の合憲性を依存させる「違憲の主観化」を行うものとして「判断過程統制」を観
念するという。その分析を踏まえて、そもそも双方の型において、なぜ「判断過程」を審
査しなければならないのか、また、そこでいう「判断過程」とは何か、さらに「違憲の主
観化」を導く「真摯な努力」論に関していえば、そもそも「違憲の主観化」を理論的にど
う考えるかという問題があると山本氏は指摘する。以上が、第 1部の分析である。 
 
 本論文の第 2部では、前記の立法裁量の「判断過程統制」との類似性が指摘されつつも、
日本で充分に検討がなされてこなかったドイツ連邦憲法裁判所の「主張可能性の統制
【Vertretbarkeitskontrolle】」を中心に検討がなされる。同裁判所の共同決定法判決で定
式化された「主張可能性の統制」によると、立法者は、「入手可能な素材について、事柄に
適しており、かつ、主張可能【vertretbar】な評価に基づ」かなければならず、立法者が
「立法者にとって手の届く認識源を利用し尽くさなければならない」という「手続の要請」
を審査するものであり、それは前記の「判断過程統制」を想起させると山本氏はいう。 
 第 2 部第 4 章では、共同決定法判決が主張可能性の統制を論じる際に前提とされた 3 先
例を検討したうえで、それを前提に共同決定法判決における主張可能性の統制論が分析さ
れる。これら 3 先例では、経済政策上の措置に関して、立法者の予測が比例原則に適合す
るかどうかを審査する枠組みが採用されており、立法者の非難可能性を審査する傾向がみ
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られるという。これらを踏まえて、共同決定法判決では、経済政策に限らず立法者の予測
につき上記のような主張可能性の統制を行うとの判断により議論が一般化されたうえで、
後に予測が外れた場合には事後に是正する義務も課された。他方で、立法者の予測の統制
とは別次元で、個別の基本権侵害の具体的審査もなされており、その審査では、比例原則
の相当性審査や制限の強度が問題となる場面において立法者の予測が持ち出されるとの指
摘がなされている。 
 続く第 5 章から第 7 章においては、共同決定法判決以降、現在にいたるまでの判例が分
析されている。そこでは、共同決定法判決と同じく、立法者の予測に対して主張可能性の
統制がなされることが通例であった。その際、比例原則の適合性・必要性・相当性審査の
いずれかの段階において立法者の予測の主張可能性が審査された事例や、比例原則等の実
体的審査とは別に、立法者の予測に対して単独で主張可能性の統制がなされた事例が数多
く見られるという。他方で、立法者の予測ではなく立法者の事実確定・確定事実の評価に
対して主張可能性の統制がなされた事案が、とりわけ庇護権の領域で例外的に見られるこ
とも明らかにされている。また、近時の老人介護法判決においては、「主張可能性の統制」
が明示的に用いられたわけではないが、共同決定法判決を引用しつつ、過去および現在の
事実確定について裁判所は何らの制約もなく審査可能であり、将来の予測の根拠となる事
実確定も「可能な限り完全な確定」に立法者が依拠したかどうか、あるいは「立法者が重
要な事実を見渡していたか」を、確実な経験的データと信用のおける経験則が得られる限
りは審査する旨を述べるなど、過去・現在・将来の立法者の事実確定や立法者の予測に関
して一般的な判断枠組みが唱えられていることを明らかにしている。 
従来、日本における研究においては、主張可能性の統制に関し共同決定法判決の一部分
のみが分析されていたにとどまっていた。これに対し、山本氏は、前記一連の判例分析か
ら、主張可能性の統制が、その対象領域や具体的な審査のあり方に関して、多方面にわた
ることを明らかにしている。さらに、本論文の主要な関心事である共同決定法判決が求め
た「手続の要請」をどこまで審査するか、すなわち「違憲の主観化」を惹起する範囲に関
しても、事案ごとの判断で、かなりの「振れ幅」があることと指摘している。 
 第 2 部の最後にあたる第 8 章では、以上の指摘を前提に、主張可能性の統制が総括的に
検討されている。主張可能性の統制に関して、第一に、共通点として主張可能性の統制と
は別に実体的審査がなされている（主張可能性の統制は違憲審査の一部に過ぎない）こと、
そして「主張可能でない」という理由で違憲判断がなされたことがないこと（主張可能性
の統制とは異なる部分で違憲とされた事例は数多く存在する）旨の分析がなされている。
他方で、主張可能性の統制が惹起する「違憲の主観化」も多様なあらわれ方をしていると
指摘する。一連の判例を分析すると、共同決定法判決の述べるほどに「手続の要請」を審
査したものは少ない一方で、「信用のおける素材」に依拠したか、あるいは「認識源を汲み
尽くす」ことを行ったかという点を一般論レヴェルで述べつつも、実際には立法者の行為
を具体的に検討することなく「主張可能」とした判例が多く、共同決定法判決のように立
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法者の行為に着目する審査の側面が希薄化されているというのが山本氏の分析である。以
上のことから、山本氏は、本稿の主題である「違憲の主観化」との関係では、立法者の「真
摯な努力」の有無によって（のみ）法律の合憲性が判断されるといった全面的な「違憲の
主観化」を生じさせるような議論は、それが実体的統制の一部として、あるいは実体的統
制と併存的に用いられるだけであることから、ドイツ連邦憲法裁判所における主張可能性
の統制においては存在しないと指摘する。 
 以上の点に関連して、山本氏はドイツの近時の学説の分析も行っている。それによれば、
連邦憲法裁判所の判例上、主張可能性の統制のような立法者に「手続的な入念さ」を求め
る議論が個別領域では積み重ねられてきているとの指摘が少なくないという。従来から問
題とされてきた、裁判所が統制するのは法律なのか立法者なのかという論点との関係では、
現在も裁判所が統制するのは立法プロセスの最終生産物である法律であるとする見解が多
数を占めているものの、原則としてその立場を維持しつつ判例実務と同じく一定の個別領
域で「手続的な入念さ」を立法者に求める議論もあり、特に立法者による事実確定に対す
る裁判所の審査可能性を強調する見解がみられる点に注目している。 
 
 以上を踏まえて、第 3 部では、立法裁量の「判断過程統制」の時宜適合判断審査型およ
び考慮要素審査型の理論的検討がなされ、それらに対する山本氏の総括と評価が論じられ
ている。 
 第 3 部第 9 章は、まず時宜適合判断審査型（「真摯な努力」論）を検討対象としている。
山本氏によれば、「真摯な努力」論は、法律の合憲性を判断する際に立法者の行為（努力）
をその判断基準とする点において、立法者の非難可能性の有無を法律の合憲性の判断基準
にするという「違憲の主観化」を惹起するという。しかし、「違憲の主観化」は、裁判所が
立法者の非難可能性を容易に否定する場合には、憲法の「実体的なるもの」を相対化する
危険性があるので、個別の憲法の規範内容がそれを許容する場合を除いて拒否されるべき
であるという。この点、立法裁量の「判断過程統制」論を生み出した「1票の較差」領域に
係る憲法の規範内容は、投票価値の平等は憲法上すでに秩序が構築されており、立法者が
その秩序をただ現実化すべきというものなので、立法者の行為（努力）を法律の合憲性判
断において考慮することはおよそ許されないと山本氏は論じる。 
もっとも本論文は、「真摯な努力」論のような立法者の行為（努力）を評価する議論を
全く認めないわけではない。山本氏は、合憲性判断に関わりない判決類型論としてそれを
考慮することは可能だという。具体的には、立法者の行為（努力）は、違憲無効判決を差
し控えて違憲確認判決にとどめるべきか否かの判断基準として立法者の努力の有無を用い
ることや、あるいは、合憲判断をしつつも法律の合憲性に近い将来疑義が生じ得る場合に
立法者に対して法改正の努力を（拘束力が伴わない形で）指示することは、権力分立とい
う観点から立法者と司法権の役割分担を考える際の 1つの選択肢であるというのである。 
 続く第 10章では、考慮要素審査型の検討が行われている。考慮要素審査型は、行政裁量
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の「判断過程統制」、とりわけ実質的考慮要素審査を立法裁量の統制へと「応用」するもの
である。問題は、その「応用」の意味やその前提条件で、山本氏はその点をまさに問うて
いる。行政裁量の考慮要素審査も立法裁量のそれも、手続規範の違反を問うものではない
こと、考慮要素として義務的考慮要素、考慮禁止要素、考慮可能要素があり、考慮要素間
における重みにも一定の法の基準があること、さらに法律の制定や行政立法においても、
法律制定者（「立法者」）ないし行政立法制定者が、制定された規範の文言中にどのような
要素をどのように考慮したのかが一定程度示され得る点において共通していることが指摘
されている。他方でしかし、両者の相違点としては、「法の基準」としての憲法（立法裁量）
と法律（行政裁量）の間で規律密度にかなりの差が存在し、憲法から導出し得る考慮要素
は抽象的であること、考慮要素の性格も、法律制定や行政立法の制定に関してはそれが一
般的・抽象的法規範であるがゆえに類型的なものになるが、行政処分の場合には個別的・
具体的なものとなること、過程を統制すべき根拠についても、行政裁量の場合には手続規
範による理由提示義務がその大きな着目点となるのに対して、立法裁量の場合には手続規
範が希薄である上に根拠付け義務もほとんど観念し得ないこと、そして法律の場合「判断
過程」に多様な主体が関わり複雑で不透明なプロセスを経ることから、自律権の侵害や「違
憲の主観化」に至る危険性を考慮すると、「判断過程」の統制は困難であるという。山本氏
は、上記相違点を踏まえると、立法裁量については「判断過程」に対する審査は行い得ず、
「判断過程」は結果として制定された法律の文言を解釈する場合の「法律内容の理解の補
助」にとどまらざるを得ないという。 
その上で、山本氏は、考慮要素審査型を考慮要素の導出という規範的な側面の議論と、
考慮要素を基礎づける事実の確定という事実の側面に区分したうえで、第 2 部で検討がな
されたドイツにおける議論を参考としつつ、立法者によるそれらの導出および確定を裁判
所がいかに審査するべきかという問題として論じるべきであるとして、今後の研究課題を
提示している。 
 
Ⅱ 本論文の評価 
憲法学や行政法学にとって、立法裁量や行政裁量をどのように羈束するかは、長年の検
討課題である。本論文は、議員定数不均衡訴訟 2004年判決におけるいわゆる補足意見 2（以
下、藤田意見とする）を素材に、それを、立法裁量を羈束する「判断過程統制」という観
点から一般化し、理論としての意義と限界を論じることから始まる。そこでの特徴は、藤
田意見を①時宜適合判断審査と②考慮要素審査というふたつの観点に分けて分析し、藤田
意見は立法府が投票価値の平等実現のために「真摯な努力」を行っているかどうかを問う
点で②であると分類しつつ、それを「違憲の主観化」と位置づける点にある。「違憲の主観
化」（Subektivierung des Verfassungsstoßes）という議論は、ドイツの法学者イプセンが
1980 年に出版した「違憲性の法的効果」に関する著作で主張したものである。このイプセ
ンの議論との類似性に着目して、日本の議員定数不均衡訴訟の「合理的期間」論をめぐっ
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て、それを「違憲の主観化」と表現した安念潤司の議論は、1988 年に公表されている。し
かし、その後日本においてこの議論は十分に展開されないまま、そもそも「違憲の主観化」
とは何であるかが具体的に明らかにされたとはいえない状況が続いてきた。山本氏は、こ
うした点をとらえて、「違憲の主観化」の概念を明らかにすべく、イプセンの分析からの示
唆も踏まえて、ドイツ憲法裁判所判例における「主張可能性の統制」の議論と対比させて
論じていく。これが本論文の基本的な枠組みである。 
ちなみに、この「主張可能性の統制」論は、ドイツにおいてもこれまでのところ十分に
分析されてきたとはいえない状況にある。それは裁判で取り扱われる個別の事案に共通性
を見出すことが困難であることや、判決文においても概念や考慮すべき事項が明確にされ
ないまま「主張可能性」に言及されていることが多く、理論的検討の対象とすることが必
ずしも容易であるとはいえないからである。本論文は、そうした分析に困難を伴うドイツ
の関連判例を網羅的に取り上げ、それらを的確に整理したうえで、個々の判決を丹念に読
み込み、違憲の主観化の有無やその当否という視点から徹底的に分析し、「主張可能性の統
制」論を入念に検討した点において、ドイツ憲法の理論的研究として第一級の優れた論文
であるといえる。 
 より具体的にいえば、「違憲の主観化」（Subektivierung des Verfassungsstoßes）は、
ドイツの連邦憲法裁判所の判例上、判決主文では当該法令を違憲無効とせず、判決理由の
なかで憲法上の重大な疑義を指摘して立法府にその改廃を求め、あるいは放置すると将来
違憲無効にするという警告を発する「違憲警告判決」を導く判断手法として知られるもの
で、①実体的な憲法抵触の事実に加えて、②この抵触の状態が改善されないことの立法者
の非難可能性を問題にして、立法者が違憲抵触の状態を解消することが期待可能であった
かという点を取り上げる手法である。イプセンは、①を「客観的」要件、②を「主観的」
要件と名付けて、②まで要求する判例傾向を「違憲の主観化」と呼んだ。日本の議員定数
不均衡訴訟における選挙制度の是正のための「合理的期間」論は、前述の安念潤司が指摘
したように、イプセンの議論と類似の側面があるが、日本では合理的期間が経過していな
いとの理由で合憲判断を導く根拠として用いられ、結果において立法裁量を是認するとい
うドイツのそれとは正反対の機能を果たしてきた。その点で、本論文も指摘するように日
本における「合理的期間」論の意義は限定的であるとはいえるが、その点を踏まえつつ、
ドイツにおける 「主張可能性の統制」に関する判例の詳細な分析（その具体例として 161
－164頁の判例表など）を行い、ドイツ憲法での独自の意義と限界を明らかにした点は、高
く評価されるべきである。 
 もとより比較法的検討という点だけでなく、日本法にとっての意義も大きい。前述のよ
うに、日本における違憲の主観化の例として、立法裁量の判断過程統制論を提示した藤田
意見を取り上げ、それを時宜適合判断審査型＝真摯な努力論と考慮要素審査型の二つに分
けて分析し、特に前者について違憲の主観化という観点から批判的に検討していること、
他方、後者についてはドイツの「主張可能性の統制」の検討の成果も踏まえて、その意義
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を明らかにしつつ、違憲の主観化を通じて合理的期間論を正当化するだけに終わっていた
従来の議論の問題点を明らかにしている点も、既存の研究に一石を投じる貴重な指摘とな
っている。 
具体的には、「主張可能性の統制」は、山本氏も指摘するように、あくまでも法効果の
予測の統制手段である。それゆえ、主張可能性だけで違憲判断を導くことができるわけで
はなく、元来が副次的、補助的な審査手法にとどまる。これが藤田裁判官の「真摯な努力」
論と類似しているとすれば、その審査手法の意義も限定的なものにとどまらざるをえない
ことを、「主張可能性の統制」論との入念な比較検討を通じて論証していく過程は、スリリ
ングで読み応えがある。また、この論証過程において、警告判決、アピール判決の意義な
どが明確にされている点など、論文の主題の周辺でも興味深い知見が披瀝されており、山
本氏が問題を幅広い視野からとらえていることがわかる。 
しかし、本論文にも問題がないわけではない。本研究に取り組む出発点となった藤田意
見は、最高裁が一連の定数不均衡訴訟で採用する投票価値の平等という大前提から一票の
格差が違憲状態にあるとの結論を導いたうえで、それを真摯な努力の有無という観点から
根拠づけようとするものであった。それゆえ、選挙権の平等以外の分野においてはこの論
法が通じない可能性がある。いいかえれば、最高裁自身が認める投票価値の平等のような
憲法に基づく規範的要請を明らかにすることなしに法律制定の判断過程統制＝違憲の主観
化を一般化すれば、それは憲法を尺度とする議論でなくなってしまうわけである。他方、
憲法に基づきその点を語ろうとすれば、それぞれの権利の性質に応じて議論を細分化せざ
るを得ない（あるいは制度改革訴訟を法律で全面的に認める必要がある）。その意味で、藤
田意見を一般化し、ドイツの判断過程統制論と対比させて論じることには、議論の射程範
囲において限界があるといわなければならない。山本氏は、この点について自覚している
ものの、なお以下の点の分析が不十分であることが指摘できるように思う。 
第一に、藤田意見の分析および評価についてである。藤田裁判官の「判断過程統制」が、
裁量的行政処分の適法性審査において発展してきた判断過程の統制法理を法律の違憲審査
にも導入・応用したものであるとすると、法律の内容の合憲・違憲を度外視した一元的審
査となるのは当然ではないかと思われる。行政処分の判断過程統制審査は、処分の内容が
たとえ裁量の範囲内におさまっていて違法とはいえないような場合でも、その判断過程に
瑕疵があれば、それを違法として取り消し（適切な判断過程を経れば、裁量の範囲内で処
分内容が変わる可能性がある）、再度適切な判断過程を経た再処分をすることを求めること
に意義があるからである。その意味で、処分の内容審査と結合させた二元的審査というの
は、行政処分の判断過程統制法理においては考えられていないように思われる。藤田裁判
官からすれば、彼の判断過程統制は、公選法の違憲状態を前提とせずに真摯な努力が欠け
ていれば、それだけで違憲とするのであるから、違憲審査の範囲を広げることはあっても
狭めることはないであろう。とすると、それを立法裁量の統制論一般に転換できるかどう
か（そのように審査の範囲を拡大してよいかどうか）はなお検討の余地がある。 
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 第二に、行政処分の判断過程統制と法律の判断過程統制の違いについてである。本論文
で論じられていること自体には異論がないとしても、それ以外にも違いはあるのではない
か。たとえば、取消訴訟では処分の適否それ自体が訴訟物であり訴訟の主題であるが、憲
法訴訟では、付随的違憲審査制の下では、訴訟の主題が法律の違憲性それ自体であるとは
限らない。取消訴訟の場合、要考慮事項が考慮されていないとか、他事考量がなされてい
るという理由で、処分の内容の適否を度外視して、とりあえず処分取り消して再度考慮さ
せるという「差し戻し的」取消判決がありうるが、憲法訴訟の場合は、そうした事案解決
はありえないのではないか。この点は日独の裁判制度の違いも視野に入れて、今後さらに
検討する必要があろう。 
 なお、ドイツ法研究として本論文には多大な意義が認められるが、論証の場面に応じて
詳細な全訳に代えて自身の言葉で要約すれば、さらに読みやすくなると思われる。また、
本論文は判例研究それ自体ではなく、判例分析を踏まえての理論研究であるのであるから、
事案の背景分析など、時に重複している箇所も、読者の便宜の観点から整理することを求
めたい。本論文は、以上のような点において課題は残されているものの、それは本論文の
価値を減じるものではない。本論文は、地道な判例および学説の整理を基礎とした憲法理
論研究として極めて優れており、今後の研究がさらに発展することを期待させるものであ
る。 
 
Ⅲ 結論 
以上の審査の結果、後記の審査員は全員一致をもって、本論文の執筆者が博士(法学)(早
稲田大学)の学位を受けるに値するものと認める。 
 
2019年 2月 4日 
 
 
 
審査員 
主査 早稲田大学教授   博士（法学・早稲田大学）中島 徹(憲法) 
 
 
副査 早稲田大学教授 博士(法学・早稲田大学) 水島朝穂(憲法) 
 
 
        早稲田大学教授 博士（法学・早稲田大学）人見剛（行政法） 
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３．修正対照表（2015年度から必須） 
 
【付記】 
 本審査員会は、本学位申請論文の審査にあたり、下表のとおり修正点があると認めたが、
いずれも誤字・脱字等軽微なものであり、博士学位の授与に関し何ら影響するものではな
いことから、執筆者に対しその修正を指示し、今後公開される学位論文は、修正後の全文
で差支えないものとしたので付記する。 
 
博士学位申請論文修正対照表 
 
修正箇所 
（頁・行 
等） 
修正内容 
修正前 修正後 
114頁・下か
ら2行目 
着せられる 帰せられる 
240頁・上か
ら12行目 
事後適合判断審査 時宜適合判断審査 
概要書2
頁・8行目 
事後適合判断審査 時宜適合判断審査 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
・ 
 
 
 
 
 
 
